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「エネルギー等対策本部」資料①（対応の方向性）

注 東京都政策企画局「第１回 エネルギー等対策本部」（令和４年５月24日）資料より抜粋。
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「エネルギー等対策本部」資料②（脱炭素化に向けたロードマップ①）

注 東京都政策企画局「第１回 エネルギー等対策本部」（令和４年５月24日）資料より抜粋。
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「エネルギー等対策本部」資料③（脱炭素化に向けたロードマップ②）

注 東京都政策企画局「第１回 エネルギー等対策本部」（令和４年５月24日）資料より抜粋。
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「エネルギー等対策本部」資料④(エネルギーの安定確保(脱炭素)主な事業(2022年度)
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我が国の環境関連税制

注 環境省「税制全体のグリーン化推進検討会 令和３年度第２回」（令和４年３月４日）資料より抜粋。

 5



ＣＮに向けた各国の政策動向概要

注 NEDO「COP26に向けたカーボンニュートラルに関する海外主要国（米・中・EU・英）の動向」（2021年10月）より抜粋。

 6



【温対税】（令和３年度答申 P.59）
○ 日本の温対税の税率水準は諸外国と比べて著しく低い。人々の行動・投資を脱炭素に向けた

オプションに転換させるため、税率引上げの早期実現に向けた取組を加速すべき
○ 温対税の税率引上げに当たっては、国際競争力、炭素リーケージの懸念、家計への負担増加

等を考慮した適切な措置を講じていく必要がある

過去の答申（温対税）
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令和４年度与党税制改正大綱（環境関連税制）

カーボンニュートラル実現に向けたポリシーミックスについては、政府の議論も
踏まえつつ、産業競争力の強化、イノベーションや投資の促進につながり、成長に
資するものとなるかどうかという観点から、専門的・技術的な検討を進める。

その際、現下の経済情勢や代替手段の有無、国際的な動向やわが国の事情、産業
の国際競争力への影響等を踏まえ、国益の観点から、主体的かつ戦略的に検討する
ものとする。
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各国の炭素税比較資料

○ 炭素税の税収は一般財源に繰り入れられ、多くの国において法人税・所得税の減税等に活用されている。
○ 多くの国において、産業に対し細やかな減免措置を講じることにより、負担軽減が図られている。

国名
導入
年

税率 税収規模
財源 税収使途 減免措置

円/tCO2 億円[年]

日本
（温対税）

2012 289
2,340

[2020年]
特別会計

・省エネ対策、再生可能エネルギー普及、化石燃料クリー
ン化等のエネルギー起源CO2排出抑制等に活用

・輸入･国産石油化学製品製造用揮発油等は免税

フィンランド
（炭素税）

1990
9,625

（77EUR
輸送用燃料）

1,824
[2020年]

一般会計
・税制改革時に所得税の引下げ及び企業の雇用に係る費
用の軽減に活用

・石油精製プロセス、原料使用、航空機･船舶輸送、発電用に使用される燃料は
免税。CHPは減税、バイオ燃料は減税、エネルギー集約型産業に対し還付措置

スウェーデン
（CO2税）

1991
14,400

（1,200SEK）
2,446

[2020年]
一般会計

・炭素税導入時に労働税の負担軽減を実施
・2001～2004年の標準税率引上げ時には、低所得者層の
所得税率引下げ等に活用

・EU-ETS対象企業、発電用燃料及び原料使用は免税、CHP等は免税
・EU-ETS対象外の企業に軽減税率が適用されたが、2018年に本則税率に一本
化

ノルウェー
（CO2税）

1991
9,228

（769NOK
ガソリン）

1,652
［2020年］

一般会計
（一部基金化）

・石油採掘事業者からの税収は年金基金に繰り入れ
・大陸棚での石油採掘企業を除くEU-ETS対象企業、国際航空機･国際船舶の燃
料、還元･電解質製造等原料使用、漁業用燃料、温室用軽油、バイオディーゼル、
輸出用燃料、外交官が使用する燃料は免税

デンマーク
（CO2税）

1992
3,046

（179.2DKK）
565

[2020年]
一般会計 ・政府の財政需要に応じて支出 ・EU-ETS対象企業及びバイオ燃料は免税

スイス
（CO2税）

2008
13,800

（120CHF)
1,526

[2020年]
一般会計

(一部基金化)
・税収1/3程度は建築物改装基金、一部技術革新ファンド、
残り2/3程度は国民･企業へ還流

・国内ETS参加企業は免税
・政府との排出削減協定達成企業は減税
・輸送用ガソリン･軽油は課税対象外

アイルランド
（炭素税）

2010
5,125

（41EUR、
ガソリン・軽油）

629
[2020年]

一般会計
・赤字補填に活用
・2020年以降の税率引上げによる増収分は、公正な移行
支援等に充当予定

・ETS対象産業、発電用燃料、農業用軽油、CHP（産業･業務）等は免税

英国
（カーボンプライ

スフロア）
2013

2,556
（18GBP）

873
[2020年]

一般会計 ・政府の財政需要に応じて支出
・発電容量2MW以下は免税。発電容量2MW以下のCHP、待機発電設備、

北アイルランドの発電設備は対象外

フランス
（炭素税）

2014
5,575

（44.6EUR）

8,250
[2020年
推計値]

一般会計 ・一般会計から、交通インフラ資金調達庁に充当

• EU-ETS企業は2013年の税率を適用（免税）
エネルギー集約型産業は2014年の税率を適用（減税）

• CHP、発電用燃料、冶金・鉱物製造・還元、特定の非鉱物製造工程に使用され
る燃料は免税

ポルトガル
（炭素税）

2015
2,990

（23.921EUR）

119
[2015年
推計値]

一般会計 • 政府の財政需要に応じて支出
・農業･漁業等は減税
・EU-ETS対象企業は免税

カナダBC州
（炭素税）

2008
3,735

（45CAD）
1,397

[2020年]
一般会計 • 所得税の減税等に活用

・州外に販売･輸出される燃料、越境輸送に使用される燃料、電解、燃料製造に
使用される燃料等は免税

注１ 環境省資料等より作成。
２ 税率は2022年１月時点。税収は取得可能な直近の値。
３ 為替レート：1CAD=約83円、1EUR＝約125円、1GBP=約142円、1CHF=約115円、1SEK=約12円、1NOK=約12円、1DKK＝約17円。（2020～2021年の為替レート（TTM）
の平均値、みずほ銀行）

 9



カーボンプライシング定量分析（環境省）

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第16回）」（令和３年６月21日）資料１－２、株式会社価値総合研究所『カーボンプライシング
の経済影響等に関する分析結果について』より抜粋。（エネルギー経済モデルによる試算②（エネルギー効率化進展シナリオ））
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クリーンエネルギー戦略（経済産業省）

注 首相官房「クリーンエネルギーに関する有識者懇談会」（令和４年５月19日）資料より抜粋。
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グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）に向けて（日本経済団体連合会）

注 一般社団法人 日本経済団体連合会「グリーントランスフォーメーション（GX）に向けて【ポイント】」（令和４年５月17日）より抜粋。
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炭素国境調整措置の概要

注 経済産業省「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会」（令和３年２月17日）資料等より作成。

■ 気候変動対策が不十分な国からの輸入品に対し、水際で炭素課金を行うこと。さらに、追加的に
自国からの輸出に対して水際で炭素コスト分の還付を行う場合もある。
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ＥＵにおける炭素国境調整措置（ＣＢＡＭ） 欧州委員会提案

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第20回）」（令和４年３月28日）資料、欧州理事会ホームページ等より作成。

■ 2021年７月に欧州委員会が欧州議会・EU理事会に提案。

■ 2022年３月、欧州連合財務相理事会で基本合意。欧州委員会提案に対する微修正（輸入業者を
ＥＵが一元管理すること、取引額が150ユーロ未満の場合はＣＢＡＭの適用を免除する等）がなされた。
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ＥＵにおける炭素国境調整措置（ＣＢＡＭ） 欧州議会修正提案

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第20回）」（令和４年３月28日）資料等より作成。

■ 2022年１月に欧州議会環境・公衆衛生・食品安全委員会（ENVI)が修正提案を公表。
欧州委員会の提案より踏み込んだ内容が含まれている。
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排出量取引制度について（イメージ）

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第20回）」（令和４年３月28日）資料より抜粋。
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ＥＵ－ＥＴＳの主な制度概要・実績

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第20回）」（令和４年３月28日）資料より抜粋。
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東京都温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度の概要

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第14回）」（令和３年４月２日）資料、東京都環境局報道発表資料（令和４年３月３日）等より作成。

（出所）東京都環境局「第二計画期間において全ての対象事業所がＣＯ２総量削減義務を達成しました」より作成
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電力需要のピーク抑制と税制の活用（平成23年度答申 P.60,61 ）

〇 課税対象・課税段階
・ 電力消費を課税対象とし、消費段階で電力使用者に課税することが考えられる。
・ 消費段階での課税であり、電力会社による特別徴収（料金徴収時）の方法による

ことが望ましい。自家発電を課税対象とする場合は、申請等に基づき個別に対応す
ることとなる。

〇 課税標準
・ 契約電流・契約電力に対する課税

最大瞬間電力需要は契約電流・契約電力によって定まることから、契約電流等に
従量課税する考え方である。課税により契約電流等引下げへのインセンティブが働
き、一度に使用できる電力量が抑制されることで、ピークカットにつながるものと考え
られる。

・ 多量消費に対する課税
多量消費者はピーク時における抑制可能性、排出責任ともに大きいことから、多量

消費者への抑制インセンティブとして、標準を超える使用量（第三段階料金区分）に
従量課税、あるいは全使用量に累進的に従量課税することも考えられる。総量とと
もにピーク時の使用量も相応に削減され、ピークカットにも一定の効果が期待される。

過去の答申（電力需要のピーク抑制と税制の活用）
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【CO₂排出量基準】（令和３年度答申 P.72）
○ 地球温暖化等の環境問題を解決し持続可能な社会を実現するためには、車体課税について、

CO₂排出量の要素（基準）を取り入れるなど、より積極的に環境税制として位置付けていくことが
極めて重要であり、速やかに導入を検討すべき

○ 中長期的な方向性としては、例えば、課税標準を車体重量又は走行距離に、あるいはCO₂ 排
出量基準との組合せとする方法を検討すべき

【重量基準】（令和３年度答申 P.73）
〇 電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FVC）等については、現行の税率の問題点や「道路損傷

負担金的性格」を踏まえつつ、可能な限り早期に、車体の重量基準に基づく課税体系を構築す
べきである。その際、これらの環境性能に優れた自動車の普及を阻害することのないよう、税率
等に工夫が必要である

【燃料課税】（令和３年度答申 P.74）
〇 自動車関連税制を検討するに当たり、車体課税の変革のみならず、揮発油税や軽油引取税

等、燃料課税を含めた広範な議論が求められる。また環境重視の観点からは、温対税等との関
係や整合性も考慮する必要あり

【走行距離課税】（令和３年度答申 P.74）
〇 走行距離は全ての自動車に共通する指標であり、自動車の走行による道路損傷と比例関係

にあることから、原因者負担の観点から走行距離課税は望ましい公平な税制度である。一方で、
走行距離課税に向けては、走行距離を正確に測る技術水準の進展やその捕捉方法のあり方、
また納税者の個人情報保護の観点、そしてデータの管理方法や課税・徴収の仕組みづくり、さら
には、地方在住者や事業者ほど重課になり易いなど、幾多の課題が存在する。今後、こうした課
題を整理するとともに、国や民間事業者とも連携しつつ、その解決策を検討していく必要がある

過去の答申（自動車関連税制）
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令和４年度与党税制改正大綱（自動車関連税制）

自動車関係諸税については、「2050年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に
貢献するものとするとともに、自動運転をはじめとする技術革新の必要性や保有から利
用への変化、モビリティーの多様化を受けた利用者の広がり等の自動車を取り巻く環境
変化の動向、地域公共交通へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応するためのイ
ンフラの維持管理や機能強化の必要性等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的
に確保していくことを前提に、受益と負担の関係も含め、その課税のあり方について、
中長期的な視点に立って検討を行う。
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自動車関連税制の概要

注 東京都税制調査会『自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書』（令和３年３月）より再掲。

税目 段階 概要 課税の考え方

自動車税･軽自動車税
環境性能割

（R1.10 導入）
【道府県税・市町村税】

取得
・取得価額に応じて課税
・燃費基準達成度等に応じた段階税率

道路損傷負担
環境損傷負担

自動車取得税
（R1.9 廃止）
【道府県税】

取得
・取得価額に応じて課税
・H21年度に一般財源化
・H21年度からエコカー減税導入

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

自動車税種別割
（R1.10導入・旧自動車税）

【道府県税】
保有

・排気量（乗用車）･最大積載量（トラック）、
　最大定員（バス）等に応じて、毎年度課税
・H13年度からグリーン化特例導入

応能負担
応益負担

道路損傷負担
環境損傷負担

軽自動車税種別割
（R1.10導入・旧軽自動車税）

【市町村税】
保有

・車種ごと区分して税率が設定され、
　毎年度課税
・H27年度からグリーン化特例導入

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

自動車重量税
【国税】

保有

・重量に応じて課税、車検時徴収
・H21年度に一般財源化
・H21年度からエコカー減税導入
・H22年度から燃費性能･経過年数に応じた
　複数税率の仕組みを導入

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

走行
・数量に応じて課税
・「当分の間」税率の適用

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

揮発油税

【国税】

地方揮発油税

【国税】

軽油引取税

【道府県税】
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自動車関連税の税収推移

注１ 総務省「地方税に関する参考係数資料」、財務省「租税及び印紙収入決算額調」等より作成。税収は決算額。
２ 地方揮発油税の税収について、平成21年度の地方道路税の一般財源化により地方道路税が地方揮発油税に改められているため、平成20年度分までは地方道路
税収額を記載している。

自動車税
（～R1.9）

環境性能割
（R1.10～）

種別割
（R1.10～）

軽自動車税
（～R1.9）

環境性能割
（R1.10～）

種別割
（R1.10～）

国分
地方分
(a)

国分
地方分
(b)

H14 4,191 17,737 ― ― 1,352 ― ― 11,525 8,480 2,827 28,365 3,035 34,805 40,667 77,511

H15 4,473 17,463 ― ― 1,405 ― ― 11,025 7,671 3,835 28,854 3,087 34,366 41,288 77,813

H16 4,509 17,131 ― ― 1,459 ― ― 10,999 7,488 3,744 28,982 3,101 34,098 40,943 77,413

H17 4,528 17,528 ― ― 1,515 ― ― 10,859 7,574 3,787 29,084 3,112 34,430 41,329 77,987

H18 4,570 17,255 ― ― 1,573 ― ― 10,507 7,350 3,675 28,567 3,057 33,905 40,636 76,553

H19 4,247 17,174 ― ― 1,636 ― ― 10,339 7,399 3,699 28,204 3,018 33,396 40,112 75,716

H20 3,663 16,808 ― ― 1,687 ― ― 9,188 7,170 3,585 25,719 2,856 31,346 37,787 70,676

H21 2,310 16,544 ― ― 1,739 ― ― 9,083 6,351 3,176 27,152 2,905 29,676 35,757 69,260

H22 1,916 16,155 ― ― 1,776 ― ― 9,180 4,465 3,065 27,501 2,942 29,027 35,034 67,000

H23 1,678 15,972 ― ― 1,804 ― ― 9,318 4,478 3,073 26,484 2,834 28,772 34,679 65,641

H24 2,104 15,860 ― ― 1,843 ― ― 9,249 3,969 2,724 26,219 2,805 29,056 34,585 64,773

H25 1,934 15,744 ― ― 1,892 ― ― 9,433 3,814 2,617 25,743 2,754 29,003 34,374 63,931

H26 863 15,562 ― ― 1,951 ― ― 9,356 3,728 2,558 24,864 2,660 27,732 32,950 61,542

H27 1,373 15,428 ― ― 2,003 ― ― 9,246 3,849 2,642 24,646 2,637 28,050 33,329 61,824

H28 1,461 15,349 ― ― 2,384 ― ― 9,332 3,915 2,687 24,342 2,605 28,526 33,818 62,075

H29 1,897 15,405 ― ― 2,486 ― ― 9,487 3,778 2,593 23,962 2,564 29,275 34,432 62,172

H30 1,982 15,504 ― ― 2,581 ― ― 9,584 3,944 2,707 23,478 2,512 29,651 34,870 62,292

R1 1,039 15,303 458 120 2,662 31 ― 9,449 3,381 2,833 22,808 2,440 29,062 34,335 60,524

R2 ― ― 932 15,302 ― 104 2,750 9,101 3,985 2,910 20,582 2,202 28,189 33,301 57,868

軽油
引取税

自動車
関連税
合計

年度

自動車
取得税

（～R1.9）

自動車税
 自動車重量税
 揮発油税軽自動車税
 地方税
合計
(c)

地方税
合計

（譲与税含む）
(a)+(b)+(c)

（億円）
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自動車関連税制予測調査結果（令和２年度東京都主税局委託調査）

注１ 東京都主税局委託調査「自動車関連税制に関する税収シミュレーション等調査委託」より作成。
２ 端数処理の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

３ カーシェアの普及による走行距離減少の影響を受ける税収減は、「シェアリング」に含む。
４ 燃費改善による税収減については、主にハイブリッド車の普及によるもののため「電動化」に含む 。  24



日本におけるＣＯ₂排出量の把握方法

注 国土交通省ホームページ「自動車燃費一覧」等より作成。「自動車の燃費性能の評価及び公表に関する実施要領(平成16年１月30日国土交通省告示第61号）」に
基づき、型式指定又は新型届出を受けた自動車の燃費性能等が公表されている（平成16年３月公表以降、毎年掲載）。

ガソリン車

１÷燃費値（km/L)

燃費値の1km走行当たりの
燃料使用量（L/km)

×34.6(MJ/L)
（ガソリン１Ｌ当たりの発熱量）

×67.1(g-CO₂/MJ)
（ガソリンの発熱量当たりのCO₂排出原単位）

ディーゼル車 ×37.7(MJ/L)
（軽油１Ｌ当たりの発熱量）

×68.6(g-CO₂/MJ)
（軽油の発熱量当たりのCO₂排出原単位）

ＬＰガス車 ×28.1(MJ/L)
（ＬＰガス１Ｌ当たりの発熱量）

×59.8(g-CO₂/MJ)
（ＬＰガスの発熱量当たりのCO₂排出原単位）

燃費値→１km走行におけるCO₂排出量（g-CO₂/km）の換算式の
例

ガソリン乗用車（普通・小型）

ディーゼル貨物自動車

国土交通省「自動車燃費一覧（令和３年３月）」より抜粋

○ 国土交通省ホームページにおいて、型式指定又は新型届出を受けた自動車について、各メーカー別・
車種別・測定モード別に燃費値及び１km走行におけるCO₂排出量（g-CO₂/km）が公表されている。
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各国の最新の自動車関連の規制状況

注 経済産業省「第４回 モビリティの構造変化と2030年以降に向けた自動車政策の方向性に関する検討会」（令和４年４月25日）資料より作成。
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走行距離課税導入方式毎の論点

注 一般財団法人 自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会-自動車関係諸税に係る調査研究ＷＧ-報告書」（令和２年３月）
より抜粋。  27



住宅の脱炭素化促進のための税制（令和３年度答申 P.64 ）

〇 他部門と比較し、エネルギー消費量の削減幅がなお小さい家庭部門の温室効
果ガス排出量を削減するためには、住宅の脱炭素化に向けた施策の推進が重要

〇 これまでも、環境性能の高い新築住宅等に対して、国税及び地方税において、
一定の軽減措置が講じられているが、環境性能が低い住宅にも広く適用されてい
るものもある。そのため、例えば、固定資産税の新築住宅減額は、対象を環境性
能がすぐれた住宅に重点化していくべき

過去の答申（住宅の脱炭素化促進のための税制）
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家庭部門に対する都の主な取組

注 東京都環境局「2030年カーボンハーフに向けた取組の加速-Fast forward to ″Carbon Half″-」（令和４年２月）をもとに作成。
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「東京ゼロエミ住宅」の基準の概要について

注 東京都環境局「「東京ゼロエミ住宅」リーフレット（令和４年度）」より作成。

〇 東京ゼロエミ住宅の多段階化

〇 仕様規定・性能規定の基準の概要
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「東京ゼロエミ住宅」の助成事業の概要と不動産取得税の減免措置

注 東京都環境局「「東京ゼロエミ住宅」リーフレット（令和４年度）」より抜粋。

〇 助成事業の概要

〇 不動産取得税の減免措置
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東京都環境審議会 環境確保条例の改正（中間のまとめ）【概要】

注 東京都環境審議会「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（環境確保条例）の改正（中間のまとめ）【概要】」（令和４年５月24日）より抜粋。
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2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取組の進め方

注 国土交通省「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方・進め方の概要」（令和３年８月23日）より抜粋。
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脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等
の一部を改正する法律案の概要

注 国土交通省ホームページをもとに作成。

〇 2050年カーボンニュートラルに向けた取組

〇 法案の概要【建築物省エネ法・建築基準法・住宅金融支援機構法】
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主な税制措置（概要）

注 財務省、国税庁、国土交通省、東京都主税局、一般社団法人 住宅性能評価・表示協会ホームページ等より作成。

令和4・5年入居 令和6・7年入居 令和4・5年入居 令和6・7年入居 令和4・5年入居 令和6・7年入居 令和4・5年入居 令和6・7年入居 令和4・5年入居 令和6・7年入居 認定住宅等 その他の住宅

ローン期間

控除額

限度額 5,000万円 4,500万円 5,000万円 4,500万円 4,500万円 3,500万円 4,000万円 3,000万円 3,000万円 2,000万円 3,000万円 2,000万円

最大控除額 455万円 409.5万円 455万円 409.5万円 409.5万円 318.5万円 364万円 273万円 273万円 140万円 210万円 140万円

控除期間 10年間

減額割合固定

資産税

（家屋）

税目

控除内容等

所

得

税

ロ

ー

ン

減

税

投

資

型

減

税

登録

免許税

不動産

取得税

期間

控除額

上限

税率

控除額

省エネ改修工事

既築

13年間

新築

認定長期優良住宅 認定低炭素住宅 ＺＥＨ水準省エネ住宅 省エネ基準適合住宅 その他の住宅

10年以上

7年間(マンション)

ローン残高×0.7％

10年間

標準的な工事費用の額×10％

250万円(*)

(*)太陽光発電装置を設置+100万円

標準的な工事費用の額×10％

650万円

なし

0.1％(保存)

0.2％(移転(戸建))

0.1%(移転(マンション))

0.1％(保存)

0.1％(移転)

0.15％(保存)

0.3％(移転)

1,300万円 1,200万円

1/2

5年間(戸建) 3年間(戸建)
1年間

5年間(マンション)

1/3

0.1％(移転)
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